
島根県森林整備地域活動支援交付金交付要綱
（平成 14 年 5 月 27 日林管発第 90 号）

（趣旨）

第 1 条 県が交付する森林整備地域活動支援交付金及び森林整備地域活動支援交付金

推進事務費（以下「交付金等」という。）については、補助金等交付規則（昭和 32 年島

根県規則第 32 号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、この要綱に定めると

ころによる。

2 事業は「島根県林業・木材産業成長産業化促進対策交付金実施要綱」（平成 30 年 4

月 2 日付け林第 22 号 農林水産部長通知）、「島根県林業・木材産業成長産業化促進対

策交付金交付要綱」（平成 30 年 4 月 2 日付け林第 27 号 農林水産部長通知）、「島根

県林業・木材産業成長産業化促進対策交付金実施要領」（平成 30 年 4 月 2 日付け林第

28 号 農林水産部長通知）によるほか、林野庁長官通知による実施要領等の規定による

ものとする。

（補助対象及び補助率）

第 2 条 規則第 3 条による交付金等の名称、目的、交付の対象である事業の内容及びそ

の交付金等の交付の率は別表 1 のとおりとし、予算の範囲内において、市町村に交付金

等を交付するものとする。

（流用の禁止）

第 3 条 別表 1 の事業名の欄に掲げる経費の相互間の流用をしてはならない。

（交付の申請）

第4条 規則第4条による交付金等の交付を申請しようとする者が知事へ提出する申請

書の様式は、別記様式第 1 号のとおりとし、提出期限は、知事が毎年度別に定めるもの

とする。

（変更承認申請）

第 5 条 規則第 9 条による知事の承認を受けようとする場合には、別記様式第 2 号に

よる変更承認申請書を知事に速やかに提出しなければならない。ただし、別表 1 に定め

る重要な変更以外の変更については、この限りでない。

（遂行状況報告）

第 6 条 市町村長は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 221 条第 2 項の規定に

より、9 月末現在の遂行状況を 10 月 10 日までに別記様式第 3 号により提出するものと

する。

（概算払い）

第 7 条 市町村長は、当該事業を当該年度に完成する場合においてその完成を確実にす

るために概算払いの請求をする場合は、2 月 5 日までに別記様式第４号により提出する

ものとする。

（実績報告）

第 8 条 規則第 10 条による補助事業が完了したときは、別記様式第 5 号による実績報

告書を知事に提出するものとする。

 提出期日は対象事業が完了した日から起算して 30 日を経過した日、又は規則第 5 条

の交付決定を受けた日の属する年度の末日のいずれか早い期日とする。

（書類の整備保管）



第 9 条 市町村長は、交付金事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該

帳簿その他この事業に関する調書、証拠書類を当該交付事業終了の翌年度から起算して

5 カ年間整備保管しなければならない。

（知事の定める財産）

第 10 条 規則第 13 条第 1 項第 4 号による機械及び重要な器具で知事が指定したもの

とは、森林整備地域活動支援交付金推進事務費において取得したそれぞれ 1 件の取得価

格が 50 万円以上の機械及び器具とする。

（書類の提出）

第 11 条 市町村長が知事に提出する申請書等の書類は、隠岐支庁・農林振興センター

（同センター地域事務所を含む）を経由して森林整備課へ提出しなければならない。

（附則）

1 本要綱は平成 14 年 5 月 27 日から施行し、平成 14 年度交付金等より適用する。

（附則）

1 本要綱は平成 16 年 4 月 1 日から施行し、平成 16 年度交付金等より適用する。

（附則）

1 本要綱は平成 18 年 4 月 3 日から施行し、平成 18 年度交付金等より適用する。

（附則）

1 本要綱は平成 19 年 4 月 2 日から施行し、平成 19 年度交付金等より適用する。

（附則）

1 本要綱は平成 21 年 4 月 1 日から施行し、平成 21 年度交付金等より適用する。

（附則）

1 本要綱は平成 21 年 7 月 9 日から施行し、平成 21 年度交付金等より適用する。

（附則）

1 本要綱は平成 22 年 4 月 1 日から施行し、平成 22 年度交付金等より適用する。

（附則）

1 本要綱は平成 23 年 4 月 1 日から施行し、平成 23 年度交付金等より適用する。

（附則）

1 本要綱は平成 24 年 4 月 1 日から施行し、平成 24 年度交付金等より適用する。

（附則）

1 本要綱は平成 25 年 4 月１日から施行し、平成 25 年度交付金等より適用する。

（附則）

1 本要綱は平成 26 年 4 月１日から施行し、平成 26 年度交付金等より適用する。

（附則）

1 本要綱は平成 27 年 4 月 15 日から施行し、平成 27 年度交付金等より適用する。

（附則）

1  本要綱は平成 28 年 12 月 27 日から施行し、平成 28 年度交付金等より適用する。

（附則）

1 本要綱は平成 29 年 3 月 29 日から施行し、平成 29 年度交付金等より適用する。

（附則）

1 本要綱は平成 29 年 4 月 10 日から施行し、平成 29 年度交付金等より適用する。

（附則）

1 本要綱は平成 30 年 4 月 2 日から施行し、平成 30 年度交付金等より適用する。

（附則）

1 本要綱は平成 31 年 4 月 1 日から施行し、平成 31 年度交付金等より適用する。

（附則）

1 本要綱は令和 2 年 4 月 27 日から施行し、令和 2 年度交付金等より適用する。      



別表 1（第 2 条関係）

事業名 目 的 経費の内容 交付率等

重要な変更

経費の変更
事業内容の

変更

森林整備地域活

動支援交付金

意欲と能力を有する森林

所有者又は森林経営の委任

を受けた者による面的なま

とまりを持って作業路網や

森林の保護に関する事項も

含む計画の作成を促進する

（ア）「森林経営計画作成促

進」、森林施業等の実施の前

提となる森林所有者・境界の

明確化を行う（イ）「森林境

界の明確化」、森林経営計画

の作成や森林境界の明確化

に必要となる既存路網の簡

易な改良を行う（ウ）「森林

経営計画作成・森林境界の

明確化に向けた条件整備」

の地域における活動の確保

を図る。

 森林整備地域活動支援

交付金の交付に要する以

下の区分の支援に対する

経費

ア「森林経営計画作成促

進」に対する支援

イ「森林境界の明確化」に

対する支援

ウ「森林経営計画作成・森

林境界の明確化に向けた

条件整備」に対する支援 

 交付額は次のア、イは交付金の積算

基礎となる森林の面積に以下に定める

交付単価を乗じて得た額以内とする。

ウは対象行為に要した額とし、以下を

上限額とする。

ア「森林経営計画作成促進」に対する

支援

 積算基礎森林の区分が経営委託の場

合、面積 1 ヘクタール当り 38,000 円

を交付単価とする。

 積算基礎森林の区分が共同計画等の

場合、面積 1 ヘクタール当り 8,000 円

を交付単価とする。

 積算基礎森林の区分が間伐促進の場

合、面積１ヘクタール当り 30,000 円を

交付単価とする。

 積算基礎森林の区分が合意形成活動

を行った不在村森林所有者の所有森林

面積の場合の加算額は、面積１ヘクタ

ール当り 14,000 円を交付単価とする。

 事業費の合

計の 30％を

超える増減額



事業名 目 的 経費の内容 交付率等

重要な変更

経費の変更
事業内容の

変更

実施主体：地域活動の着実な推進を図

るため市町村長と締結する協定に基づ

き地域活動を行うもの及び市町村

イ「森林境界の明確化」に対する支援

積算基礎森林の区分が森林境界の確

認の場合、面積１ヘクタール当り

16,000 円を交付単価とする。

積算基礎森林の区分が森林境界の測

量の場合、面積１ヘクタール当り

45,000 円を交付単価とする。

積算基礎森林の区分がＩＣＴ技術を

活用して境界の測量を行った場合、面

積１ヘクタール当り 17,000 円を交付

単価とする。

積算基礎森林の区分が現地立会を行

った不在村森林所有者の所有面積の場

合の加算額は、面積１ヘクタール当り

13,000 円を交付単価とする。

実施主体：地域活動の着実な推進を図

るため市町村長と締結する協定に基づ

き地域活動を行う者及び市町村

ウ「森林経営計画作成・森林境界の明

確化に向けた条件整備」に対する支援



事業名 目 的 経費の内容 交付率等

重要な変更

経費の変更
事業内容の

変更

積算基礎森林の面積 1 ヘクタール当り

40,000 円を交付単価とする。

実施主体：森林経営計画作成促進、森

林境界の明確化に対する支援の協定に

基づき地域活動を行う者及び市町村

負担割合

1 ア「森林経営計画作成促進」、イ「森

林境界の明確化」、ウ「森林経営計画

作成・森林境界の明確化に向けた条件

整備」に対する支援は以下のとおりと

する。 

① 要した額が上限額以上の場合の交

付額は上限額とし交付割合は以下のと

おり。 

  国   １／２

  県   １／４

  市町村 １／４

② 要した額が上限額未満かつ上限額

の１／２を超える場合の交付額は、要

した額とし交付割合は以下のとおり。

国  上限額の１／２

県  要した額から国交付額を

差し引いた残額の１／２

市町村 県と同じ



事業名 目 的 経費の内容 交付率等

重要な変更

経費の変更
事業内容の

変更

③ 要した額が上限額の１／２以下の

場合の交付額は、要した額とし交付割

合は以下のとおり。 

国  要した額 

  県・市町村 負担なし 



事業名 目 的 経費の内容 交付率等

重要な変更

経費の変更
事業内容の

変更

森林整備地域活

動支援交付金推

進事務費

 市町村が行う森林整備地

域活動支援交付金の適正か

つ円滑な交付の促進に資す

る。

 森林整備地域活動支援

交付金推進事務に要する

以下の経費

ア 推進等

イ 確認事務

ウ 交付事務

 森林整備地域活動支援交付金に要し

た額に 2%を乗じた額を基準とし、各

年度の交付金の交付実績、説明会の開

催回数や確認事務の実施量等を勘案し

調整した額とする。

 負担割合

  国  １０／１０

推進事務費

の 合 計 の

30 ％を超え

る増減額



（別記様式第 1 号）

番 号

年 月 日

島 根 県 知 事   様

市 町 村 長   印

令和  年度島根県森林整備地域活動支援交付金交付申請書

 令和  年度森林整備地域活動支援交付金事業を別紙のとおり実施したいので、島根県森林整備

地域活動支援交付金交付要綱第 4 条の規定に基づき、交付金      円の交付を申請します。



（別紙１） 

１ 事業の内容及び経費の配分 

（１）森林整備地域活動支援交付金 

区 分 
積算基礎
森林面積
（ha） 

交付事業に
要する経費

(円) 

経 費 内 訳  
備考国費+県費

（円） 
 市町村費

（円）国費
（円）

県費
（円）

｢森林経営
計画作成
促進｣に対
する支援 

経営委託 
【  】
［  ］

【   】
［   ］

【  】 
［  ］ 

【  】
［  ］

【  】
［  ］

【  】
［  ］

共同計画等 
【  】
［  ］
（  ）

【   】
［   ］
（   ）

【  】 
［  ］ 
（  ） 

【  】
［  ］
（  ）

【  】
［  ］
（  ）

【  】
［  ］
（  ）

間伐促進 
【  】
［  ］
（  ）

【   】
［   ］
（   ）

【  】 
［  ］ 
（  ） 

【  】
［  ］
（  ）

【  】
［  ］
（  ）

【  】
［  ］
（  ）

小計 

【  】
［  ］
（  ）

【  】 
［  ］ 
（  ） 

【  】 
［  ］ 
（  ） 

【  】
［  ］
（  ）

【  】
［  ］
（  ）

【  】
［  ］
（  ）

「森林境
界の明確
化」に対す
る支援 

森林境界の
確認 

{  } {   } {  } {  } {  } {  }  

森林境界の
測量 

{  } {   } {  } {  } {  } {  }  

小計 
{  } {   } {  } {  } {  } {  }  

｢森林経営
計画作成
・森林境界
の明確化
に向けた
条件整備」
に対する
支援 

森林経営計画
作成促進

森林境界の明
確化

小計 

   計 

注１）それぞれの支援区分に対応する別紙２－１、２－２、２－３「森林整備地域活動支援交付金一覧
表」を添付のこと。（支援の無いものは不要） 
注２）「森林経営計画作成促進」における「面積」欄について、現況調査等を行い、その成果を市町村
に提供する森林の面積が含まれる場合は、その面積を上段（）書内数で、不在村森林所有者への合意形
成活動による不在村森林所有者加算が適用される森林面積が含まれる場合は、その面積を［］書内数で、
不在村森林所有者への合意形成活動に伴う境界の測量に対する加算が適用される森林面積が含まれる
場合は、【】書内数で記載する。 
注３）「森林境界の明確化」における「面積」欄について、不在村森林所有者の現地立会による不在村
森林所有者加算が適用される森林面積が含まれる場合は、その面積を{}書内数で記載する。 



（２）森林整備地域活動支援交付金推進事務費 

区 分 経 費 事業費
（円）

経 費 内 訳  
備考 国費+県費

（円） 
 市町村費

（円） 国費 
（円） 

県費
（円）

市町村推進
事務費 

ア 推進等       
 イ 確認事務       
 ウ 交付事務

計       

注５）市町村推進事務費を申請する場合は、実施要領別紙様式第 10「森林整備地域活動支援交付金推進

事務実施計画書」を添付すること 

２ 事業完了予定年月日 令和  年  月  日 

３ 収支予算 

（１）収 入 

区 分 予算額

（円） 

経 費 内 訳  

備考 国費+県費

（円） 

 市町村費

（円） 国費 

（円） 

県費

（円）

森林整備地域活動支援交付金 

森林整備地域活動支援交付金推

進事務費 

合  計 

（２）支 出 

区 分 予算額

（円） 

経 費 積 算 基 礎 備考 

森林整備地域活動支援交付金 

森林整備地域活動支援交付金推

進事務費 

合  計 



（別紙２－１） 

令和 年度森林整備地域活動支援交付金一覧（計画） 

 （支援区分 「森林経営計画作成促進」） （市町村名 ） 

番号 
交付対象者 

（協定の代表
者） 

区分 
積算基礎森林

面積
（ha） 

交 付 額（円）

備考 
国費+県費 市町村費 計 

国 費 県 費

経営委託

共同計画等

間 伐 促 進  

計

経営委託

共同計画等

間 伐 促 進  

計

合計 

経営委託

共同計画等

間 伐 促 進  

計

（注１）支援区分「森林経営計画作成促進」について作成すること。 

（注２）協定単位で記入すること。



（別紙２－２） 

令和  年度森林整備地域活動支援交付金一覧（計画） 

 （支援区分 「森林境界の明確化」） （市町村名 ） 

番号 
交付対象者 

（協定の代表者） 
区分 積算基礎森林面積

（ha） 

交 付 額（円）

備考
国費+県費 市町村費 計 

国 費 県 費

森 林 境 界 の
確 認  

森 林 境 界 の
測 量  

計  

森 林 境 界 の
確 認  

森 林 境 界 の
測 量  

計  

合計 

森 林 境 界 の
確 認  

森 林 境 界 の
測 量  

計  

（注１）支援区分「森林境界の明確化」について作成すること。 

（注２）協定単位で記入すること。



（別紙２－３） 

令和  年度森林整備地域活動支援交付金一覧（計画） 

 （支援区分 「森林経営計画作成・森林境界の明確化に向けた条件整備」） （市町村名 ） 

番号 
交付対象者 

（協定の代表者） 
区分 

積算基礎森林
面積
（ha） 

交 付 額（円）

備考 
国費+県費 市町村費 計 

国 費 県 費

森 林 経 営 計 画
作 成 促 進  

森 林 境 界 の 明
確 化  

計 

森 林 経 営 計 画
作 成 促 進  

森 林 境 界 の 明
確 化  

計 

合計 

森 林 経 営 計 画
作 成 促 進  

森 林 境 界 の 明
確 化  

計 

（注１）支援区分「森林経営計画作成・森林境界の明確化に向けた条件整備」について作成すること。 

（注２）協定単位で記入すること。



（別記様式第２号） 

番      号       

年   月  日 

 島 根 県 知 事  様 

市 町 村 長   印 

令和  年度島根県森林整備地域活動支援交付金変更承認申請書 

 令和  年  月  日付け指令  第  号で交付決定のあった令和  年度森

林整備地域活動支援交付金について別紙のとおり計画を変更し、金      円の追

加交付（減額承認）を受けたいので、島根県森林整備地域活動支援交付金交付要綱第５

条の規定に基づき申請します。 

（注１）上記交付決定日及び番号は最新のものを記入すること。 

（注２）別紙１：変更する箇所については、２段書きとし、上段に交付決定済みの数字

を《 》書きで記入し、下段に変更後の申請額を記入すること。 

（注３）変更理由書（様式任意）を添付すること。 



（別紙１） 

１ 事業の内容及び経費の配分 

（１）森林整備地域活動支援交付金 

区 分 
積算基礎
森林面積
（ha） 

交付事業に
要する経費

(円) 

経 費 内 訳  
備考国費+県費

（円） 
 市町村費

（円） 国費
（円）

県費
（円）

｢森林経営
計画作成
促進｣に対
する支援 

経営委託 
【  】
［  ］

【   】
［   ］

【  】 
［  ］ 

【  】
［  ］

【  】
［  ］

【  】
［  ］

共同計画等 
【  】
［  ］
（  ）

【   】
［   ］
（   ）

【  】 
［  ］ 
（  ） 

【  】
［  ］
（  ）

【  】
［  ］
（  ）

【  】
［  ］
（  ）

間伐促進 
【  】
［  ］
（  ）

【   】
［   ］
（   ）

【  】 
［  ］ 
（  ） 

【  】
［  ］
（  ）

【  】
［  ］
（  ）

【  】
［  ］
（  ）

小計 

【  】
［  ］
（  ）

【  】 
［  ］ 
（  ） 

【  】 
［  ］ 
（  ） 

【  】
［  ］
（  ）

【  】
［  ］
（  ）

【  】
［  ］
（  ）

「森林境
界の明確
化」に対す
る支援 

森林境界の
確認 

{  } {   } {  } {  } {  } {  }  

森林境界の
測量 

{  } {   } {  } {  } {  } {  }  

小計 
{  } {   } {  } {  } {  } {  }  

｢森林経営
計画作成
・森林境界
の明確化
に向けた
条件整備」
に対する
支援 

森林経営計画
作成促進

森林境界の明
確化

小計 

     計 

注１）それぞれの支援区分に対応する別紙２－１、２－２、２－３「森林整備地域活動支援交付金一
覧表」を添付のこと。（支援の無いものは不要） 
注２）「森林経営計画作成促進」における「面積」欄について、現況調査等を行い、その成果を市
町村に提供する森林の面積が含まれる場合は、その面積を上段（）書内数で、不在村森林所有者へ
の合意形成活動による不在村森林所有者加算が適用される森林面積が含まれる場合は、その面積を
［］書内数で、不在村森林所有者への合意形成活動に伴う境界の測量に対する加算が適用される森
林面積が含まれる場合は、【】書内数で記載する。 
注３）「森林境界の明確化」における「面積」欄について、不在村森林所有者の現地立会による不
在村森林所有者加算が適用される森林面積が含まれる場合は、その面積を{}書内数で記載する。 



（２）森林整備地域活動支援交付金推進事務費 

区 分 経 費 事業費
（円）

経 費 内 訳  
備考 国費+県費

（円） 
 市町村費

（円） 国費 
（円） 

県費
（円）

市町村推進
事務費 

ア 推進等       
 イ 確認事務       
 ウ 交付事務

計       

２ 事業完了予定年月日 令和  年  月  日 

３ 収支予算 

（１）収 入 

区 分 予算額

（円） 

経 費 内 訳  

備考 国費+県費

（円） 

 市町村費

（円） 国費 

（円） 

県費

（円）

森林整備地域活動支援交付金 

森林整備地域活動支援交付金推

進事務費 

合  計 

（２）支 出 

区 分 予算額

（円） 

経 費 積 算 基 礎 備考 

森林整備地域活動支援交付金 

森林整備地域活動支援交付金推

進事務費 

合  計 



（別紙２－１） 

令和  年度森林整備地域活動支援交付金一覧（計画） 

 （支援区分 「森林経営計画作成促進」） （市町村名 ） 

番号 
交付対象者 

（協定の代表
者） 

区分 
積算基礎森林

面積
（ha） 

交 付 額（円）

備考 
国費+県費 市町村費 計 

国 費 県 費

経営委託

共同計画等

間 伐 促 進  

計 

経営委託

共同計画等

間 伐 促 進  

計 

合計 

経営委託

共同計画等

間 伐 促 進  

計 

（注１）支援区分「森林経営計画作成促進」について作成すること。 

（注２）協定単位で記入すること。

（注３）変更する箇所については、２段書きとし、上段に交付決定済みの数字を（ ）書きで記入し、下段に変更後の申請額を記入すること。 



（別紙２－２） 

令和  年度森林整備地域活動支援交付金一覧（計画） 

 （支援区分 「森林境界の明確化」） （市町村名 ） 

番号 
交付対象者 

（協定の代表者） 
区分 積算基礎森林面積

（ha） 

交 付 額（円）

備考 
国費+県費 市町村費 計 

国 費 県 費

森林境界の
確認  

森林境界の
測量  

計  

森林境界の
確認  

森林境界の
測量  

計  

合計 

森林境界の
確認  

森林境界の
測量  

計  

（注１）支援区分「森林境界の明確化」について作成すること。 

（注２）協定単位で記入すること。

（注３）変更する箇所については、２段書きとし、上段に交付決定済みの数字を（ ）書きで記入し、下段に変更後の申請額を記入すること。 



（別紙２－３） 

令和  年度森林整備地域活動支援交付金一覧（計画） 

 （支援区分 「森林経営計画作成・森林境界の明確化に向けた条件整備」） （市町村名 ） 

番号 
交付対象者 

（協定の代表者） 
区分 

積算基礎森林
面積
（ha） 

交 付 額（円）

備考 
国費+県費 市町村費 計 

国 費 県 費

森林経営計画
作成促進  

森林境界の明
確化  

計

森林経営計画
作成促進  

森林境界の明
確化  

計

合計 

森林経営計画
作成促進  

森林境界の明
確化  

計

（注１）支援区分「森林経営計画作成・森林境界の明確化に向けた条件整備」について作成すること。 

（注２）協定単位で記入すること。

（注３）変更する箇所については、２段書きとし、上段に交付決定済みの数字を（ ）書きで記入し、下段に変更後の申請額を記入すること。



（別記様式第３号） 

   番       号 

  年   月   日 

 島 根 県 知 事   様 

 市 町 村 長   印 

令和  年度島根県森林整備地域活動支援交付金遂行状況報告書 

令和  年  月  日付け指令  第  号で交付決定のあった令和  年度森林整備地域活動支援交付金について、島根県森林整備地域

活動支援交付金交付要綱第６条の規定に基づき、令和  年９月末日現在の遂行状況を下記のとおり報告します。 

記 

区 分 

計 画 出来高(9月末日現在) 進捗度 

Ｂ/Ａ（％）
残 高  事業完了

予定年月日 備考事業量（ha） 事業費Ａ（円） 事業量（ha） 事業費Ｂ（円） 事業量(ha) 事業費(円)

森林整備地域活動 

支援交付金 

森林整備地域活動支

援交付金推進事務費

計 

（注１）上記交付決定日及び番号は最新のものを記入すること。 



（別記様式第４号） 

番       号 

年   月   日 

 島 根 県 知 事   様 

市 町 村 長   印 

令和  年度島根県森林整備地域活動支援交付金概算払い請求書                     

令和  年  月  日付け指令  第  号で交付決定のあった令和  年度島根県森林整備地域活動支援交付金について、年度内交付遂

行のため必要があるので未受領額      円を概算払いによって交付されたく請求します。 

記 

１ 遂行状況 

区 分 
年間計画 年度内予定出来高 残 高 

備考 事業量 事業費Ａ 事業量 事業費Ｂ 出来高

Ｂ/Ａ 
事業量 事業費

森林整備地域活動支援交付金 ha 円 ha 円 ％ ha 円

森林整備地域活動支援交付金 

推進事務費 

計 

２ 概算払い請求内訳 

区 分 
交 付 

決定額 

既受領額 今回請求額 
残 額 備考 

金 額 出来高 金 額 

3月31日までの
予定出来高 

森林整備地域活動支援交付金 円 円 ％ 円 ％ 円

森林整備地域活動支援交付金 

推進事務費 

計        

（注１）上記交付決定日及び番号は最新のものを記入すること。 



（別記様式第５号） 

番       号

年   月   日 

 島 根 県 知 事   様 

市 町 村 長   印 

令和  年度島根県森林整備地域活動支援交付金実績報告書 

令和  年  月  日付け指令  第  号で交付決定のあった交付金について、

別紙のとおり事業を実施したので、島根県森林整備地域活動支援交付金交付要綱第８条

の規定により、その実績を報告します。 

（なお、あわせて精算額      円の交付を請求します。） 

（注１）上記交付決定日及び番号は最新のものを記入すること。 



（別紙１） 

１ 事業の内容及び経費の配分 

（１）森林整備地域活動支援交付金 

区 分 
積算基礎
森林面積
（ha） 

交付事業に
要する経費

(円) 

経 費 内 訳  
備考国費+県費

（円） 
 市町村費

（円） 国費
（円）

県費
（円）

｢森林経営
計画作成
促進｣に対
する支援 

経営委託 
【  】
［  ］

【   】
［   ］

【  】 
［  ］ 

【  】
［  ］

【  】
［  ］

【  】
［  ］

共同計画等 
【  】
［  ］
（  ）

【   】
［   ］
（   ）

【  】 
［  ］ 
（  ） 

【  】
［  ］
（  ）

【  】
［  ］
（  ）

【  】
［  ］
（  ）

間伐促進 
【  】
［  ］
（  ）

【   】
［   ］
（   ）

【  】 
［  ］ 
（  ） 

【  】
［  ］
（  ）

【  】
［  ］
（  ）

【  】
［  ］
（  ）

小計 

【  】
［  ］
（  ）

【  】 
［  ］ 
（  ） 

【  】 
［  ］ 
（  ） 

【  】
［  ］
（  ）

【  】
［  ］
（  ）

【  】
［  ］
（  ）

「森林境
界の明確
化」に対す
る支援 

森林境界の
確認 

{  } {   } {  } {  } {  } {  }  

森林境界の
測量 

{  } {   } {  } {  } {  } {  }  

小計 
{  } {   } {  } {  } {  } {  }  

｢森林経営
計画作成
・森林境界
の明確化
に向けた
条件整備」
に対する
支援 

森林経営計画
作成促進

森林境界の明
確化

小計 

   計 

注１）それぞれの支援区分に対応する別紙２－１、２－２、２－３「森林整備地域活動支援交付金一
覧表」を添付のこと。（支援の無いものは不要） 
注２）「森林経営計画作成促進」における「面積」欄について、現況調査等を行い、その成果を市
町村に提供する森林の面積が含まれる場合は、その面積を上段（）書内数で、不在村森林所有者へ
の合意形成活動による不在村森林所有者加算が適用される森林面積が含まれる場合は、その面積を
［］書内数で、不在村森林所有者への合意形成活動に伴う境界の測量に対する加算が適用される森
林面積が含まれる場合は、【】書内数で記載する。 
注３）「森林境界の明確化」における「面積」欄について、不在村森林所有者の現地立会による不
在村森林所有者加算が適用される森林面積が含まれる場合は、その面積を{}書内数で記載する。 



（２）森林整備地域活動支援交付金推進事務費 

区 分 経 費 事業費
（円）

経 費 内 訳  
備考 国費+県費

（円） 
 市町村費

（円） 国費 
（円） 

県費
（円）

市町村推進
事務費 

ア 推進等       
 イ 確認事務       
 ウ 交付事務

計       

２ 事業完了年月日 令和  年  月  日 

３ 収支予算 

（１）収 入 

区 分 予算額

（円） 

経 費 内 訳  

備考 国費+県費

（円） 

 市町村費

（円） 国費 

（円） 

県費

（円）

森林整備地域活動支援交付金 

森林整備地域活動支援交付金推

進事務費 

合  計 

（２）支 出 

区 分 予算額

（円） 

経 費 積 算 基 礎 備考 

森林整備地域活動支援交付金 

森林整備地域活動支援交付金推

進事務費 

合  計 



（別紙２－１） 

令和  年度森林整備地域活動支援交付金一覧（実績） 

 （支援区分 「森林経営計画作成促進」） （市町村名 ） 

番号 
交付対象者 

（協定の代表
者） 

区分 
積算基礎森林

面積
（ha） 

交 付 額（円）

備考 
国費+県費 市町村費 計 

国 費 県 費

経営委託

共同計画等

間 伐 促 進  

計

経営委託

共同計画等

間 伐 促 進  

計

合計 

経営委託

共同計画等

間 伐 促 進  

計

（注１）支援区分「森林経営計画作成促進」について作成すること。 

（注２）協定単位で記入すること。



（別紙２－２） 

令和  年度森林整備地域活動支援交付金一覧（実績） 

 （支援区分 「森林境界の明確化」） （市町村名 ） 

番号 
交付対象者 

（協定の代表者） 
区分 積算基礎森林面積

（ha） 

交 付 額（円）

備考 
国費+県費 市町村費 計 

国 費 県 費

森 林 境 界 の
確 認  

森 林 境 界 の
測 量  

計  

森 林 境 界 の
確 認  

森 林 境 界 の
測 量  

計  

合計 

森 林 境 界 の
確 認  

森 林 境 界 の
測 量  

計  

（注１）支援区分「森林境界の明確化」について作成すること。 

（注２）協定単位で記入すること。



（別紙２－３） 

令和  年度森林整備地域活動支援交付金一覧（実績） 

 （支援区分 「森林経営計画作成・森林境界の明確化に向けた条件整備」） （市町村名 ） 

番号 
交付対象者 

（協定の代表者） 
区分 

積算基礎森林
面積
（ha） 

交 付 額（円）

備考 
国費+県費 市町村費 計 

国 費 県 費

森 林 経 営 計 画
作 成 促 進  

森 林 境 界 の 明
確 化  

計

森 林 経 営 計 画
作 成 促 進  

森 林 境 界 の 明
確 化  

計

合計 

森 林 経 営 計 画
作 成 促 進  

森 林 境 界 の 明
確 化  

計

（注１）支援区分「森林経営計画作成・森林境界の明確化に向けた条件整備」について作成すること。 

（注２）協定単位で記入すること。



（交付金実施要領１(２)⑪関係） 

参考様式 

番     号  

年  月  日  

  島 根 県 知 事 様 

市 町 村 長  印  

令和  年度森林整備地域活動支援交付金交付決定前着手届 

 このことについて、森林整備地域活動支援交付金事業に着手したいので、別記条件を了承の

上、下記のとおり提出する。 

記 

１．事業費 

２．事業実施主体 

３．着手予定年月日 令和○○年○月○日 

４．交付決定前の着手を必要とする理由 

（例） 

・森林経営計画を作成する（間伐を実施する）ため、対象森林内○人の森林所有者に対

する説明会、森林の調査等を行い、２月末までに同意を取り付ける必要がある。 

・積雪のため１２月末までに改良工事を完成させる必要があるため。 

（※具体的なスケジュール感を示して記載願います。） 

（別記条件） 

１．交付決定を受けるまでの期間に天災等の事由によって実施した施策に損失を生じた場合はこ

れらの損失は事業主体が負担すること。 

２．交付決定を受けた交付金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異

議を申し立てないこと。 

３．当該施策については、着工から交付決定を受ける期間内においては計画の変更は行わないこ

と。 


